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市民の消火栓使用について 
 

 

市では、消火活動には、日頃からの訓練の積み重ねに加え、消防資機材の適切な維持管

理が不可欠であり、これらが十分に整わない状況では、重大な人身事故等につながるおそ

れがあるため、これまで市民による消火栓を使用した消火活動は適当でないとしてきまし

た。 

一方で、市民の皆様の「自らの地域は自らの手で守りたい」との強い思いに報いるため

に、市民の消火栓使用についての今後の方針を下記のとおりとするとともに、安全対策に

向けた留意事項等及び使用までの流れを整理しました。 

 

 

【今後の方針】 

 

 

 

 

 

１ 安全対策に向けた留意事項等 

別紙１をご覧ください。 

 

 

２ 消火栓使用（訓練）までの流れ（フローチャート） 

 別紙２をご覧ください。 

 

 

３ その他 

・町内会には、8月 5日（水）の「町内会長まちづくりの集い」において説明します。 

・地域協議会には、8月以降の各区の会議において説明します。 

 

 

市民の消火栓使用について、安全対策などを講じた上で、 

「使用できる」こととします。 



【消火訓練】
・消火栓を使用した消火活動を安全かつ適切に行うため、町内会及び自主防災組織を実施主体とした消火訓練を年１回以上実施
するものとする。

・消火訓練に当たっては、必要に応じて市、消防局（消防署）及び消防団からの助言を受けるものとする。
【消火活動】
・消火活動は、消火訓練を受けた者を含め、複数人で対応するものとする。
・消防局（消防署）又は消防団到着後は、消火活動等を一旦停止し、消防局（消防署）等の指揮・命令に従うものとする。

【消防資機材】
・消防資機材の調達及び管理は、町内会及び自主防災組織が自己の費用と責任において行うものとする。
・町内会及び自主防災組織は、消防資機材を適正に管理するとともに、点検を年１回以上実施するものとする。

【消火訓練の例】
・火災通報、避難誘導、交通誘導に関する訓練
・消火栓の操作に関する訓練
・ホースの展張、結合及び離脱に関する訓練
・筒先（ノズル）の結合、離脱及び操作に関する訓練
・町内会及び自主防災組織内の連携・安全確保に関する訓練（放水始め・止めなどの声掛け、退避判断 ほか）

【消火栓を使用した消火活動の例】
・逃げ道が確保されているなど、安全に消火活動ができる状況で行う。
・消火栓を操作する人、ホースを展張、結合等する人、筒先（ノズル）を結合、操作等する人を決め、放水始め、
放水止めなどの声掛けを行いながら、常に連携し行う。

・消火活動の際は、火災現場周辺の環境や交通状況等に注意を払いつつ、事故や二次災害に注意し行う。
【消防資機材の点検例】
・ホースは使用できる状態か。
・筒先（ノズル）は正常に作動するか。損傷はないか。 など

・火災現場において、民間の協力者が消防作業等に協力したことにより、死亡、負傷等した場合は、新潟県市町村総合事務組合
が行う公務災害補償により補償される。

・町内会及び自主防災組織が地域内で実施する訓練（消火訓練・避難訓練・防災訓練）に対しても、公益財団法人日本消防協会
の防火防災訓練災害補償等共済制度の対象になる。 ※対象となるためには「自主防災訓練等実施計画書」の提出が必要

安全対策に向けた留意事項等

訓練・点検等の内容の例示

留意事項

災害補償及び共済制度

別紙１



消火栓使用（訓練）までの流れ（フローチャート）

「自主防災訓練等実施計画書」
「消火栓等使用申請書（放水する場合）」

を市民安全課に提出（郵送可）

「自主防災訓練等実施計画書」の作成

消火栓の使用

放水しない放水する

「消火栓等使用申請書」の作成。
放水訓練については、消防団又
は消防署、ガス水道局等と協議

消防ホースの着脱訓練等につい
て、消防団又は消防署と協議

情報共有

市への相談

•市民が消火栓の使用を考えている場合、まずは危機管理課に相談

※消火栓を使用する場合、消火活動に必要な消防資機材の準備と定期的

な訓練、複数人での対応が必要なことなどを伝える。

消防資機材

の準備

•消火訓練に必要な消防資機材（消防ホース、筒先（ノズル）、ヘルメット 
など）を、町内会及び自主防災組織で準備

※市では、消防資機材の調達及び管理に対する補助等は行わない。

消火訓練を実施する町内会及び自主防災組織が自己の費用と責任で準備を

行う。

訓練計画

の作成

•日時、場所、参加者を決める。

•必要に応じて、市や関係機関（消防団、消防署、ガス水道局、警察署

など）等との調整を行う。

各種申請等

•「自主防災訓練等実施計画書」「消火栓等使用申請書（放水する場合）」

を市民安全課に提出

•訓練に当たり道路を使用する場合、道路使用許可申請書を警察署に提出

※計画書及び各申請書は、訓練実施日の概ね2週間前までに提出

点検・訓練

の実施

•訓練は、原則、消防団又は消防署が立会いの上、留意事項等を確認し、実
施する。

■「自主防災訓練等実施計画書」の提出までの流れ

消火栓の操作、消防
ホースの結合、離脱
等の基本を知る。

危機管理課 ガス水道局

年１回以上、消防資機材の点検と消火訓練を実施

別紙２


